別紙１－１（別記第１号様式関係）
年　　月　　日

新潟県障害者雇用促進プロジェクト助成金に係る事業計画書
	１　事業の概要・目的
	

	２　事業責任者及び

担当者の職氏名
	

	３　事業実施期間
	年　　月　　日　から　　年　　月　　日

	４
	具体的な取組内容
	（　）書きについて記載すること。

	
	障害者の特性や能力に応じた業務の創造の取組
	（新たに雇用する予定の障害者数、障害種別）



	
	
	（障害者が行う予定の業務内容及びその選定理由）



	
	
	（障害者が行う予定の業務を、これまでどのように行っていたか）



	
	
	（上記取組を行うために必要な経費区分※助成金の対象とするもの）



	
	障害者の能力向上や職場定着の取組
	（業務に必要な技術・知識を習得するための取組）



	
	
	（職場定着のために行う、本人へのフォローや従業員の理解促進のための取組）



	
	
	（上記取組を行うために必要な経費区分※助成金の対象とするもの）



	
	新たに雇用する障害者の特性に応じた労働環境への配慮
	（障害特性に配慮するために行う設備の設置・改修や勤務時間・場所等に関する対応）



	
	
	（上記取組を行うために必要な経費区分※助成金の対象とするもの）


	５　県が行う普及啓発に協力できるとして想定する事項
	（協力できる事項に○をつけてください）
１　積極的な職場実習（短期的な就業体験）の受入れ

２　県が作成する冊子等への事例紹介

３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	６　従業員数

　　うち障害者数

（種別・程度）


	・要綱第３条(1)アに該当する場合

	
	
	現状
	事業完了後（見込）

	
	
	全従業員数

うち障害者数

【内訳】

身体（重度）

身体（重度以外）知的（重度）

知的（重度以外）

精神

その他
	　　　　　　名
うち　　　名
　　　　　　名
　　　　　　名
名
名

名

名
	　　　　　　名
うち　　　名

　　　　　　名
　　　　　　名
名
名

名

名

	
	
	前年度の6月1日から申請日までの間で雇用障害者数が最も多いときの人数
	　　名 

	
	・要綱第３条(1)イに該当する場合

	
	
	1 「要綱第３条(1)号イ」における「当該雇用」の属する年度の前年度の６月１日から「当該雇用」までの間で、雇用障害者数が最も多いときの人数
	名

	
	
	②「要綱第３条(1)号イ」における「当該雇用」時点での雇用障害者数
※上記①の人数を上回る必要がある。
	名

	７　その他特記事項
	


８　 実施スケジュール
	実施項目 等
	月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	月
	　月
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）実施項目等の欄には、本事業を実施する上での準備事項（例：事業所設立準備、採用募集、事前研修、関係機関との事前調整等）及び各取組を記入し、その実施時期を○で示すか、月の経過に沿って矢印（←→）で示してください。
９　対象経費内訳書
　　　（単位：　円）
	経費
区分
	内　容
	数量
（単位）
	単　価
	助成事業に
要する経費

	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	A


※上記４で記載する必要な経費区分について記載すること
10  他の助成金等の活用予定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：　円）
	制度・事業名（所管団体等）
	助成金等の額

	
	

	合　計
	B


※活用予定がない場合は、「なし」と記載すること
11  助成金の交付申請額

	助成対象経費予定額

(A－B）
	　円

	交付申請額
	　円


※交付申請額は、40万円を上限とします。
※交付申請額＝助成対象経費予定額―消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
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